
（月の途中で新たに生活保護の受給者になった場合の請求方法の基本） 

◎ 被保険者の年齢が６５歳以上の場合（第１号被保険者） 

 
 
 
 
 
※月の途中で生活保護適用であっても、給付管理票、 

   サービス計画費は影響しない（全額保険給付） 
 
 
 
 
 
  ※月の途中で生活保護適用の場合でも、請求明細書は１枚 
  （公費分回数・公費対象単位数 他 記載が必要） 

◎ 被保険者の年齢が６５歳未満の場合（第２号被保険者） 

  
 
＜２枚の給付管理票・明細書＞ 

    （通常の被保険者番号にて） 
 
 月の途中で被保険者番号が変更のため 
 
    （“Ｈ”から始まる番号にて） 
 
 
 
 
 ＜２枚の明細書＞ 
 を作成する 
                                  欄の記載は 
                                  介護券発行 
                                  の場合のみ   

（給付管理票）“Ｈ” 

居宅介護支援

事業所 

サービス事業所 

（給付管理票） 

サービス計画費 
請求明細書 

サービス明細書 
保険者番号 公費負担者番号 

１２×××× 

 
 
 
国保連 

居宅介護支援事業所 

サービス事業所 

（給付管理票）（通常番号） 

サービス計画費請求 
明細書（通常番号） 

サービス明細書 
被保険者番号 
通常の番号 

公費負担者番号 
１２×××× 

 
 
国保連 

サービス計画費 
請求明細書 “Ｈ” 

サービス明細書 
被保険者番号 
Ｈから始まる番号 

公費負担者番号 
１２×××× 


